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【改革の柱４】ニア・イズ・ベターの徹底 
 

柱４-１ 地域活動協議会による自律的な地域運営の促進 

 

２年度目標の達成状況  

目標 ２年度実績 
２年度目標 
の評価 

３年度目標 
（設定・変更等） 

地活協の構成団
体へのアンケー
ト結果で、地活
協 の構成 団体
が、地域特性に
即した地域課題
の解決に向けた
取組が自律的に
進められている
状態にあると思
う割合 

 

※２～４年度は
各区において前
年度実績値以上
の数値を設定す
ることとしてい
る。 

 

※最終年度の５
年度は各区にお
いて 90％以上（か
つ前年度実績値
以上）を設定する
こととしている。 

目標を上回った区：13 区 

目標を下回った区：11 区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

未達成 

 

未達成：11 区 

北区 

福島区 

此花区 

港区 

天王寺区 

西淀川区 

淀川区 

生野区 

旭区 

城東区 

住之江区 

 

（参考） 

ただし、未達
成となった
11区のうち、
３区（北区・
此花区・港
区）は最終年
度目標であ
る 90％以上
を達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（理由） 

 ２年度目標を上回る実績があ
った区を中心に、前年度実績以
上の目標変更を行うこととし
た。 
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北区

都島区

福島区

此花区

中央区

西区

港区

大正区

天王寺区

浪速区

西淀川区

淀川区

東淀川区

東成区

生野区

旭区

城東区

鶴見区

阿倍野区

住之江区

住吉区

東住吉区

平野区

西成区

【目標：上／実績：下】
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２年度取組の実施状況 

２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 地域の実情に即したき
め細かな支援 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有する。 

・地域活動協議会（以下
「地活協」という。）の活
動や自律の状況を把握
し、地域カルテ更新の支
援など地活協と課題を
共有した上で、地域の実
情に即したきめ細かな
支援を行った取組内容
を収集する。 

・区を越えた地活協の事
例共有や連携促進のた
めの交流の場について、
区長会議のもと実施方
法等を検証し、必要に応
じて開催する。 

・つながりづくりの基盤
となる自治会・町内会へ
の加入を促進するとと
もに、広報等の活動支援
を通じて、様々な活動主
体と地域との連携・協働
を促進する。 

・一部の区では、地域カル
テの更新を支援し、地活
協と認識共有する。 

・一部の区では、地域実情
に合った手法による地
活協の広報活動を支援
するとともに、地活協の
認知度向上に取り組む。 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、適宜各区
の取組内容を共有した。 

・地活協の活動や自律の
状況の把握を行い、地域
カルテ更新の支援など
地活協と課題を共有し、
地域の実情に即したき
め細かな支援を行った
取組内容を収集した。 

・区を超えた地域活動協
議会の事例や連携促進
のための交流の場につ
いて、コロナ禍のため、
区独自に工夫したオン
ラインフォーラム等を
24 区で共有し、参加を
促した。また、コロナ禍
において活動を再開し
た地活協の取組を、活動
者自身や参加者等がハ
ッシュタグをつけてＳ
ＮＳに投稿したり検索
したりすることによっ
て、地域間で情報共有が
できるハッシュタグキ
ャンペーンを行った。 

・区役所・まちづくりセン
ターや区社協と連携・情
報共有し、地活協で出た
課題等を地域カルテに
盛り込むなど更新を進
め、地活協と認識を共有
した。 

・自治会・町内会の加入促
進を図るため、広報誌や
ホームページ等により
広報したほか、チラシを
作成し、配付した。 

・一部の区では、地域にお
ける活動の状況や今後
の活動についての聞き
取りを行い、課題解決に
向けた助言や支援事業
者の派遣等の支援を実
施した。 

・一部の区では、Zoom で
広報研修会を開催し、コ
ロナ禍での広報活動に

・コロナ禍にお
ける地域活動
支 援 に つ い
て、地活協の
補助金のあり
方等課題を把
握し、制度改
正について検
討する必要が
ある。 

・自治会・町内会
への加入を促
進するため、
活動意義を確
認するととも
に、より効果
的な広報活動
に向けて好事
例の共有に取
り組む必要が
ある。 

・一部の区では、
地域担当、ま
ちづくりセン
タ ー と 連 携
し、地域課題
等の更新や、
解決に向けた
話し合いの継
続した支援が
必要である。 

・一部の区では、
新型コロナウ
イルス感染症
の 影 響 に よ
り、従来の方
法では出来な
い活動もある
ことから、活
動の形や工夫
等について検
討する必要が
ある。 

・一部の区では、
地活協の活動
拠点となる施
設でのオンラ
イン環境の整
備やオンライ
ン機能や操作
の習熟が十分
でない。 

・地活協のあり方につい
て、課題把握を行い、「地
域活動協議会に対する補
助金の交付の基準に関す
る要綱」の改正を行う。
（通年） 

・引き続き、各区が取組の
進捗状況・目標達成状況
に応じて必要な対策を検
討する際に活用できるよ 
う、区長会議安全・環境・
防災部会において、各区
の取組内容を共有する。         
（通年）  

・引き続き、地活協の活動
や自律の状況を把握し、
地域カルテ更新の支援な
ど地活協と課題を共有し
た上で、地域の実情に即
したきめ細かな支援を行
った取組内容を収集す
る。（通年） 

・引き続き、区を越えた地
活協の事例共有や連携促
進のための交流の場につ
いて、区長会議のもと実
施方法等を検証し、必要
に応じて開催する。      
（通年） 

・自治会・町内会への加入
を促進するため、区長会
議安全・環境・防災部会
において、各区の取組内
容を収集・共有するとと
もに、各区において広報
紙等で自治会・町内会の
活動目的や内容を発信す
る。（通年） 

・一部の区では、各地活協
運営委員会や地域行事等
に参加し、引き続き地域
事情の把握に努め、各地
域の実情に沿った支援を
図っていく。（通年） 

・一部の区では、地域の状
況を把握し、支援事業者
と連携しながら、課題解
決に取り組む。（通年） 

・一部の区では、マニュア
ルの作成などを通じてオ
ンライン機能や操作に習
熟するよう支援する。（通
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２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

ついて情報共有を行っ
たり、広報紙、ＳＮＳ、
チラシ配布等により地
活協の活動について情
報発信を行った。また、
地域活動における専門
学校と地域との連携や
他区地域とのオンライ
ンでの情報交換の場づ
くりの支援を行った。 

年） 

・一部の区では、様々な広
報媒体を活用して地活協
の認知度向上に取り組
む。（通年） 

② 地活協の意義・求めら
れる機能の理解促進 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有する。 

・地活協の意義や求めら
れる機能の促進に向け
て、職員の理解を深める
取組を行う。 

・一部の区では、地活協の
意義や求められる機能
について、地活協の役員
や構成団体、地域住民の
理解が深まるよう、積極
的な働きかけや情報発
信を行う。 

・一部の区では、各種媒体
を活用して地活協に対
する理解が促進するよ
う取り組む。 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、適宜各区
の取組内容を共有した。 

・市民協働職員研修にお
いて、地活協の意義や地
活協に求められる準行
政的機能や総意形成機
能についての理解を深
める研修を行った。 

・一部の区では、準行政機
能・総意形成機能の説明
用リーフレットを作成
し、各地域の運営委員会
など会議の場で配付し
たり、「補助金決算説明
会」の場で、わかりやす
い資料を用いて地活協
の意義等について説明
を行った。 

・一部の区では広報紙、ホ
ームページ、掲示板等多
様な媒体を活用して、地
活協の役割や活動紹介
等情報発信を行った。 

・地活協の意義・
求められる機
能の理解促進
に向けて、継
続して職員の
理解を深める
必要がある。 

・一部の区では、
役 員 交 代 時
に、的確な引
継ぎがなされ
ず、理解度が
低下すること
が多くある。 

・一部の区では、
新型コロナウ
イルス感染症
の影響で幅広
く理解促進を
図る場が少な
く な っ て い
る。 

・引き続き、各区が取組の
進捗状況・目標達成状況
に応じて必要な対策を検
討する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環境・
防災部会において、各区
の取組内容を共有する。       
（通年） 

・引き続き、地活協の意義
や求められる機能の促進
に向けて、職員の理解を
深める取組を行う。（通
年） 

・一部の区では、引き続き
各種会議等の場におい
て、説明強化を図る。（通
年） 

・一部の区では、新型コロ
ナウイルス感染症の影響
により理解促進を働きか
ける場が少なくなること
を想定し、書面配付した
場合でも、より理解が深
められるよう、資料を改
善する。（下期） 

・一部の区では、地活協の
認知度向上や地活協の意
義や求められる機能につ
いて理解が深まるよう、
より積極的な働きかけや
効果的な広報に取り組
む。（通年） 

③ 区の状況に応じた支援
の実施 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有する。 

・各区まちづくりセンタ
ー等の支援内容・支援手

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、適宜各区
の取組内容を共有した。 

・各区まちづくりセンタ
ー等の支援内容・支援手
法について全区で共有
した。 

・地域公共人材
や総合ポータ
ルサイトにつ
いて、区職員、
まちづくりセ
ンター等職員
への有用性等
を理解しても
らう必要があ
る。 

・一部の区では、

・引き続き、各区が取組の
進捗状況・目標達成状況
に応じて必要な対策を検
討する際に活用できるよ
う、区長会議安全・環境・
防災部会において、各区
の取組内容を共有する。
（通年） 

・引き続き、各区まちづく
りセンター等の支援内
容・支援手法について全
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２年度の取組内容 
２年度の主な 
取組実績 

課題 
３年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

法について全区で共有
する。 

・各区まちづくりセンタ
ー等と連絡調整会議を
開催し、事例共有や市民
局事業のメニューに係
る有用性等を紹介する
機会を設ける。 

・一部の区では、企業やＮ
ＰＯ等と各地域団体の
連携を促進する。 

・一部の区は、地域ニーズ
を把握し、地域実情に沿
った支援を実施してい
く。 

・一部の区では、持続的な
活動のための財源確保
の手法としてのＣＢ／
ＳＢの取組を支援する。 

・各区まちづくりセンタ
ー等と連絡調整会議を
開催し、事例共有や市民
局事業のメニューに係
る有用性等を紹介する
機会を設けた。 

・一部の区では、企業等に
アンケートを送付し、地
活協の意義や趣旨に対
する理解、地域貢献など
の取組に理解を示した
企業と地域とのマッチ
ング等に取り組んだ。 

・一部の区では、各地活協
運営委員会などに出席
し、地域情報の把握に努
めるとともに、個別の事
業における運営方法の
相談や、新しい担当者へ
の会計支援などを実施
した。 

・一部の区では、コミュニ
ティ回収に関心がある
地域に対して、導入に関
するアドバイス等の支
援に取り組んだ。 

アンケート結
果を見ると、
「地活協の意
義や趣旨、活
動内容を知ら
ない」、「地域
貢献の意識が
あっても参画
方法がわから
ない」などの
意 見 が あ っ
た。 

・一部の区では、
地域活動につ
いて、感染症
対策を充分に
行って実施し
た事業がかな
り少なく、他
地域での取組
情報を共有し
た上で、実施
方法を検討す
る 必 要 が あ
る。 

・一部の区では、
地域実情に合
わせたＣＢ /
ＳＢの取組に
対する支援が
必要である。 

区で共有する。（通年） 

・引き続き、各区まちづく
りセンター等と連絡調整
会議を開催し、事例共有
や市民局事業のメニュー
に係る有用性等を紹介す
る機会を設ける。（通年） 

・一部の区では、アンケー
トで地活協の意義や趣旨
に理解を示す企業やＮＰ
Ｏに対し、積極的に働き
かけを行うことで具体的
な連携につながるよう取
組を進める。（通年） 

・一部の区では、地域担当
職員が地域情報や課題を
把握し、地活協の活動支
援を継続し、課題解決に
向けて地域と情報共有を
行っていく。 

また、感染症対策を充分
に行いながら事業を実施
し、オンラインを取り入
れるなど、実施方法を工
夫できるよう支援する。
（通年） 

・一部の区では、まちづく
りセンター等と連携し
て、地域実情を把握しな
がら地域が自律的に取り
組めるよう持続的な活動
のための財源確保の手法
としてのＣＢ／ＳＢの取
組を支援する。（通年） 
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【改革の柱４】ニア・イズ・ベターの徹底 

柱４-１ 地域活動協議会による自律的な地域運営の促進 
 

３年度目標の達成状況  

目標 ３年度実績 
３年度目標 
の評価 

４年度以降目標 
（設定・変更等） 

地活協の構成団体が、地
域特性に即した地域課題
の解決に向けた取組が自
律的に進められている状
態にあると思う割合 

２～４年度 各区におい
て前年度実績以上の数値
を設定 

※市改革プロジェクトチ
ーム会議での議論の結
果、市として統一した
目標が必要であるた
め、３年度以降の目標
値を区ごとの設定から
市全体の設定に変更 

３年度 88.0% 

４年度 89.0% 

５年度 90.0% 

89.0% 

※区ごとの実績は、47 ペー
ジ「（参考）柱４－１ 地
活協による自律的な地域
運営の促進 各区状況」
参照 

達成 ４年度 89.0% 

５年度 90.0% 

（理由） 

予定どおりに取組が進捗し
ているため変更なし 

 

３年度取組の実施状況 

３年度の取組内容 
３年度の主な 
取組実績 

課題 
４年度の取組内容 

（課題に対する対応） 

① 地域の実情に即したき
め細かな支援 

・地域活動協議会40（以下
「地活協」という。）のあ
り方について、課題把握
を行い、「地域活動協議
会に対する補助金の交
付の基準に関する要綱」
の改正を行う。 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有する。          

・地活協の活動や自律の
状況を把握し、地域カル
テ更新の支援など地活
協と課題を共有したう

・地活協の課題把握を行
い、コロナ禍における地
域活動に安心して取り
組めるよう、「地域活動
協議会に対する補助金
の交付の基準に関する
要綱」について感染防止
対策に係る改正を行っ
た。（11 月） 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有した。 
（４月）  

・地活協の活動や自律の
状況を把握し、地域カル
テ更新の支援など地活

・コロナ禍及び
アフターコロ
ナを見据え、
地域の実情に
即したきめ細
やかな支援を
行う必要があ
る。 

・一部の区では、
子育て層やマ
ンション住民
といった地域
住民とのつな
がりが希薄な
層に対して、
地域コミュニ
ティの重要性
を認識しても
ら う と と も
に、日頃から

・引き続き、各区が取組の
進捗状況・目標達成状況
に応じて必要な対策を検
討する際に活用できるよ 
う、区長会議くらし・安
全・防災部会において、
各区の取組内容を共有す
る。（通年） 

・引き続き、各区において、
地活協の活動や自律の状
況を把握し、地域カルテ
更新の支援など地活協と
課題を共有したうえで、
区長会議くらし・安全・
防災部会において、地域
の実情に即したきめ細か
な支援を行った取組内容
を収集・共有する。（通年） 

・引き続き、区を越えた地
活協の事例共有や連携促

                                                      
40 概ね小学校区を範囲として、地域団体やＮＰＯ、企業など地域のまちづくりに関するいろいろな団体が集まり、話し合い、協力し

ながら、様々な分野における地域課題の解決やまちづくりに取り組んでいくための仕組み 
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えで、地域の実情に即し
たきめ細かな支援を行
った取組内容を収集す
る。 

・区を越えた地活協の事
例共有や連携促進のた
めの交流の場について、
区長会議のもと実施方
法等を検証し、必要に応
じて開催する。 

・自治会・町内会への加入
を促進するため、区長会
議安全・環境・防災部会
において、各区の取組内
容を収集・共有するとと
もに、各区において広報
紙等で自治会・町内会の
活動目的や内容を発信
する。 

・一部の区では、各地活協
運営委員会や地域行事
等に参加し、引き続き地
域事情の把握に努め、各
地域の実情に沿った支
援を図っていく。 

・一部の区では、地域の状
況を把握し、支援事業者
と連携しながら、課題解
決に取り組む。 

・一部の区では、マニュア
ルの作成などを通じて
オンライン機能や操作
に習熟するよう支援す
る。 

・一部の区では、様々な広
報媒体を活用して地活
協の認知度向上に取り
組む。 

協と課題を共有したう
えで、地域の実情に即し
たきめ細かな支援を行
った取組内容を収集し
た。（３月） 

・区を越えた地活協の事
例共有や連携促進のた
めの交流の場について、
区長会議のもと実施方
法等を検証し、必要に応
じて開催した。（２月） 

・自治会・町内会への加入
を促進するため、区長会
議安全・環境・防災部会
において、各区の取組内
容を収集・共有するとと
ともに、各区において広
報紙やホームページ等
により、自治会・町内会
の活動目的や内容を発
信したほか、チラシを作
成し、配布した。（通年） 

・一部の区では、実施され
た各地活協運営委員会
や地域行事等について
は、参加して地域事情を
把握し、各地域の実情に
沿った支援を図った。 

・一部の区では、全地域に
ヒアリングを行い、新型
コロナウイルス感染症
の拡大防止を考慮した
活動への検討を行った。 

・一部の区では、Zoom で
広報研修会を開催し、コ
ロナ禍での広報活動に
ついて情報共有した。
（３月） 

・一部の区では、広報紙、
ＳＮＳ、チラシ配布等に
より地活協の活動につ
いて情報発信した。 

の身近なつな
がりづくりに
向けた継続的
な取組が必要
である。 

進のための交流の場につ
いて、区長会議くらし・
安全・防災部会のもと実
施方法等を検証し、必要
に応じて開催する。 
（通年） 

・引き続き、自治会・町内
会への加入を促進するた
め、区長会議くらし・安
全・防災部会において、
各区の取組内容を収集・
共有するとともに、各区
において広報紙等で自治
会・町内会の活動目的や
内容を発信する。（通年） 

・一部の区では、コロナ禍
においても実施可能な地
域活動についてできるだ
け行えるようにオンライ
ンの活用や他の地域の好
事例等の情報を集めて提
供するなどの地域活動支
援を行う。（通年） 

・一部の区では、防災を切
り口にマンション住民や
子育て層といった第一層
41へのアプローチを強化
する。（通年） 

② 地活協の意義・求めら
れる機能の理解促進 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有した。 
（４月） 

・地活協の意義・
求められる機
能の理解促進
に向けて、継
続して職員の
理解促進を図
る 必 要 が あ
る。 

・引き続き、各区が取組の
進捗状況・目標達成状況
に応じて必要な対策を検
討する際に活用できるよ
う、区長会議くらし・安
全・防災部会において、
各区の取組内容を共有す
る。（通年） 

                                                      
41 地域活動の対象範囲を表した表現で、第一層とは「自治会・町内会単位」をさしている。なお、平成 29年１月にまとめられた

「区政の検証」では、第一層のほかに、第二層を「校区等地域単位」、第三層を「区単位」としている。 
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組内容を共有する。     

・地活協の意義や求めら
れる機能の促進に向け
て、職員の理解を深める
取組を行う。 

・一部の区では、各種会議
等の場において、説明強
化を図る。 

・一部の区では、新型コロ
ナウイルス感染症の影
響により理解促進を働
きかける場が少なくな
ることを想定し、書面配
付した場合でも、より理
解が深められるよう、資
料を改善する。 

・一部の区では、地活協の
認知度向上や地活協の
意義や求められる機能
について理解が深まる
よう、より積極的な働き
かけや効果的な広報に
取り組む。 

・市民協働職員研修にお
いて、地活協の意義や地
活協に求められる準行
政機能や総意形成機能
42についての理解を深
める研修を行った。 
（５回、４～７月） 

・一部の区では、・準行政
機能・総意形成機能の説
明したリーフレットを
作成し、地活協補助金説
明会等の場において、運
営委員や役員へ説明を
行い、地活協の意義・機
能についての認識の向
上を図った。 

・一部の区では、コロナ禍
で中止となった「補助金
決算説明会」では、特に
重要な点を強調して記
載する形に改善したわ
かりやすい資料を全地
域へ配付することによ
り地活協の意義等につ
いて理解を促した。「補
助金予算説明会」の場で
は、地活協補助金の取扱
いに係る年間スケジュ
ールや提出書類の記載
例を丁寧に説明した。ま
た、事業書（計画・報告）
や収支書（予算・決算）
も可能な限りプルダウ
ンで選択できる等、より
簡単に活用できるよう
データ作成し地域へ提
供した。 

・一部の区では、地活協会
長会及び地活協情報共
有会等にて説明を行っ
た。 

・一部の区では、広報紙に
より区民に対して地活
協の活動等を周知した。 

・一部の区では、
コロナ禍で地
域活動が制限
され、地域活
動への参加を
呼びかける機
会が少なくな
っている中、
工夫を凝らし
た情報発信を
する必要があ
る。 

・引き続き、地活協の意義
や求められる機能の促進
に向けて、職員の理解を
深める取組を行う。 

（通年） 

・一部の区では、地域住民
に対する地活協の理解度
促進に向けた取組とし
て、地活協に関する情報
発信を積極的に進めるた
め、ホームページやＳＮ
Ｓ等を活用した情報発信
の強化に向けた支援を実
施する。（通年） 

・一部の区では、地活協の
役員・構成団体の方を対
象に地活協の意義・機能
を定期的に伝える。 

（年１回） 

③ 区の状況に応じた支援
の実施 

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取

・各区が取組の進捗状況・
目標達成状況に応じて
必要な対策を検討する
際に活用できるよう、区
長会議安全・環境・防災
部会において、各区の取
組内容を共有した。 

・一部の区では、
地域の ＩＣＴ
45 環境整備に
向けて、ＳＮ
Ｓや Web 会議
の活用に向け
事例紹介する
が、実際の活

・引き続き、各区が取組の
進捗状況・目標達成状況
に応じて必要な対策を検
討する際に活用できるよ
う、区長会議くらし・安
全・防災部会において、
各区の取組内容を共有す

                                                      
42 校区等地域の将来像や、住民の様々な意見の調整・取りまとめを行う機能のこと 
45 Information and Communication の略。コンピュータやインターネットなどの情報通信技術のこと 
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組内容を共有する。 

・各区まちづくりセンタ
ー43等44の支援内容・支
援手法について全区で
共有する。 

・各区まちづくりセンタ
ー等と連絡調整会議を
開催し、事例共有や市民
局事業のメニューに係
る有用性等を紹介する
機会を設ける。 

・一部の区では、アンケー
トで地活協の意義や趣
旨に理解を示す企業や
ＮＰＯに対し、積極的に
働きかけを行うことで
具体的な連携につなが
るよう取組を進める。 

・一部の区では、地域担当
職員が地域情報や課題
を把握し、地活協の活動
支援を継続し、課題解決
に向けて地域と情報共
有を行っていく。 
また、感染症対策を充分
に行いながら事業を実
施し、オンラインを取り
入れるなど、実施方法を
工夫できるよう支援す
る。 

・一部の区では、まちづく
りセンター等と連携し
て、地域実情を把握しな
がら地域が自律的に取
り組めるよう持続的な
活動のための財源確保
の手法としてのＣＢ／
ＳＢの取組を支援する。                                                    

（４月） 

・各区まちづくりセンタ
ー等の支援内容・支援手
法について全区で共有
した。（３月） 

・各区まちづくりセンタ
ー等と連絡調整会議を
開催し、事例共有や市民
局事業のメニューに係
る有用性等を紹介する
機会を設けた。（11 月） 

・一部の区では地域、専

門学校、社会福祉法人

と連携し、小学校の児

童が絵をかいて地元の

高齢者（特養ホーム入

居者など）が色を塗る

「つながる、塗り絵」

展を開催した。 

・一部の区では、各地活協
運営委員会などに出席
し、地域情報の把握に努
めるとともに、個別の事
業における運営方法の
相談や、新しい担当者へ
の会計支援などを実施
した。 

・一部の区では、コミュニ
ティ回収に関心がある
地域に対して、導入に関
するアドバイス等の支
援に取り組んだ。（１地
域で起業） 

動場面で、身
近に便利さを
体感すること
がないため導
入に結びつか
ない。 

・一部の区では、
コロナ禍で中
止・休止とな
っている地域
活動の再開に
向け、課題の
洗い出しや具
体手法の提案
等の支援を継
続して実施す
る 必 要 が あ
る。 

る。（通年） 

・引き続き、区長会議くら
し・安全・防災部会にお
いて、各区まちづくりセ
ンター等の支援内容・支
援手法について全区で共
有する。（通年） 

・引き続き、各区まちづく
りセンター等と連絡調整
会議を開催し、事例共有
や市民局事業のメニュー
に係る有用性等を紹介す
る機会を設ける。（通年） 

・一部の区では、地域のニ
ーズに応じて、地域の Ｉ
ＣＴ 活用の機運を高め
ることができるよう、Ｓ
ＮＳでの情報発信やオン
ライン会議など身近な体
験会の開催や様々な事例
紹介を行う。 

・一部の区では、感染症対
策をしっかりと行いなが
ら事業を再開できるよ
う、他地域の事例を収集
して情報提供を行うとと
もに、事業の実施手法や
感染拡大防止策について
具体的な提案を行う等継
続した支援に取り組む。
（通年） 

  

                                                      
43 まちづくりセンター：「大きな公共を担う活力ある地域社会づくり」の実現に向けて、市民による自律的な地域運営を積極的に支

援することを目的としている機能や体制などの総称 
44 まちづくりセンター等：まちづくりセンター設置当初は本市からの外部委託であったが、現在では、本市の会計年度任用職員によ

る支援を行う区もあることから、「等」と表記している。 


